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    建設業許可業者数 （国土交通省調べ） 
 

 令和 4年3月末時点での全国の建設業許可業者数は 475,293業者で、前年同月より 1,341業者（0.3％）増加 

しました。建設業許可業者が最も多かった平成 12年 3月末時点から、初めて 3年連続となった昨年度に引き続

き増加となりました。（平成12年3月末時点と比べると、125,687業者（△20.9％）減少） 

 〇 新規業者数 

令和 3年度 ・・ 18,806業者（前年度より 1,064業者減少） 

 〇 廃業等業者数 

令和 3年度 ・・ 17,465業者（前年度より 926業者減少） うち、廃業届提出業者 8,043業者 

未更新により失効 9,422業者 

 〇 一般・特定別許可業者数 

   一般建設業許可業者 ・・ 450,901業者（0.2％増加） 

   特定建設業許可業者 ・・  47,823業者（1.6％増加） 

 〇 業種別許可 

   業種別許可の総数は 1,673,673業者で前年同月比 2.0％増加。 

   平成 12年3月末時点での総数は 1,392,339業者だったため比較すると 20.2％の増加。 

 ・許可を取得している業者が多い上位 3業種 

1.とび・土工工事業 ・・176,906業者（許可業者全体の 37.2％） 

2.建 築 工 事 業 ・・146,713業者（    同     30.9％） 

3.土 木 工 事 業 ・・131,165業者（    同     27.6％） 

 

前年同月と比べて取得業者数が増加した許可業種は、29業種のうち 25業種。 

 ▷▷▷前年度末に比べ取得業者数が増加した上位業種（増加業者数） 

1.とび・土工工事業  ・・2,617業種（1.5％増加） 

2.鋼構造物工事業  ・・2,496業者（3.0％増加） 

3.石 工 事 業  ・・2,432業者（3.4％増加） 

 ▷▷▷前年度末に比べ取得業者が減少した 4業種すべて（減少業者数） 

1.建 築 工 事 業  ・・1,717業者（1.2％減少） 

2.造 園 工 事 業  ・・ 220業者（0.9％減少） 

3.さ く井 工 事 業  ・・  40業者（1.7％減少） 

4.清掃施設工事業  ・・  16業者（3.8％減少） 
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令和2年10月1日施行の建設業法改正に伴い、建設業の承継制度（認可申請）が新設されています。 

認可申請とは・・・譲渡（いわゆる法人成を含む）や合併・分割を行う場合、これまでは従前の許可を廃業

し、新たに新規申請をする必要があり、新しい許可が下りるまでの間に空白期間が生じていましたが、

事前に認可を受けることでこの空白期間を無くす制度です。 

 令和 3年度の認可件数は、1,127件（大臣許可 28件・知事許可 1,099件）で、そのうち譲渡及び譲受けが 947

件・合併 58件・分割41件・相続 81件。譲渡及び譲受けが認可件数全体の 84％を占めています。 

【昨年度（令和 2年１０月からの半年間）の認可件数は 203件で譲渡 147件・合併22件・分割 10件・相続24件】 

 少子高齢化が進み、65 歳以上の高齢者は本国の総人口のうち 29.1％と過去最高になっています。建設業の

高齢者就業者数も年々増加しており、今後大量の離職が見込まれることにより譲渡等の申請はより一層活用さ

れることが予想されます。 

 認可申請を行う場合は、審査を円滑に行うため事前に行政へ相談をし、承継等を行う日の 3か月前から 30日

前の間に申請を行わなければなりません（相続の場合は死亡後 30日以内）。事前相談なく提出した場合や申請

日が遅れた場合、承継等の事実が発生するまでに認可がされない場合があります。弊所では申請はもちろんの

こと、よりスムーズな申請を行えるよう業者様のサポートも行っておりますので今後のご相談なども含め、お気軽

にご相談ください。 

産廃更新申請について 
 

 弊所へ産業廃棄物収集運搬業の許可更新を委託していただいている業者様には、更新時、講習会受講の修

了証を添付する必要があるため更新申請を行うまでに講習会の受講をお願いしております。 

 これまでの講習会は会場にて講義を受講した後にテストが行われ、合格の場合に修了証が発行されておりま

したが、現在、新型コロナウイルス感染症の影響により、講義はオンライン形式のみで行われ事前にネットにて

講義を受講し、後日指定会場にてテストを受験する方法に変わっています。密を避けるため、試験会場の定員

数が抑えられており、期限間際には満席で希望日に受験することが出来ず更新時期が遅れるケースが散見さ

れています。そのため通常であれば満了日の約 4か月前に更新申請のご案内を送付しておりますが、上記理

由により半年～1年先に更新時期を迎えられる業者様にもご案内を送付しております。お忙しい中恐れ入ります

が案内がお手元に到着しましたら、受講申し込み方法や日程等も記載しておりますので一読いただきますよう

お願い申し上げます。ご不明な点がございましたら弊所までお問い合わせください。 
   

【お知らせ】キャリアアップシステム 
代行申請が可能になりました 

  

 今年 2月より行政書士による事業者 ID取得が可能となり、従来の代理申請方式である紙申請（※）に加え、イ

ンターネットでの代行申請を行うことが可能となりました（※インターネットを使用出来る環境にない場合や代理申請の場合に紙での

申請が認められており、通常はインターネットでの申請のみです）。弊所においても事業者 IDを取得致しましたので、資料のご準

備や内容の聞き取りを行った後、登録申請を代行致します。パソコン業務が苦手な方や通常業務が忙しく登録

の時間がとれない方、元請から登録を言われたけれどよくわからない・・・など、お気軽にご相談ください。 

※建設キャリアップシステム（CCUS）は運用開始後5年（令和5年）を目途にすべての技能者の登録を目標としてお

り、今後業界全体で活用していくことが見込まれています。経営事項審査（経審）においてもCCUSを現場にて導入し

ている元請企業が評価・加点されるよう、現在検討されています。 
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技術者制度見直しの方向へ 
 

 国土交通省は有識者会議を通じ検討していた建設業法に基づく技術者制度の見直し方針を固めました。監理

技術者など現場配置技術者を兼任可能とする制度を新設するなど、業法改正が必要になる変更点も含まれるた

め、対応可能な事項から随時具体化する方針です。 

建設業団体や地方自治体への聞き取りなどを考慮し、工事請負金額がいずれも 1億円未満(建築一式 2億

円未満)の 2現場が兼務可能となります。その際、監理技術者をサポートする連絡要員（実務経験 1年以上）の

現場配置も条件となります。その兼任が過重労働に繋がらないよう、施工管理の手段や人員配置を記載した計

画書の作成・保存も求められます。 

 また、現在専任配置が必要な請負金額 3,500万円（建築一式7,000万円）以上は、4,000万円（8,000万円）以

上、監理技術者の配置が必要な下請金額 4,000万円（6,000万円）以上は、4,500万円（7,000万円）以上にそれ

ぞれ引き上げられます。 

 そして技術検定の受検資格は学歴差をなくし、一定年齢以上で認めるよう見直されます。第 2次検定は、第 1

次検定合格後の実務経験を評価し、1級は 1級技士補として一定規模以上の工事で実務経験 3年。2級は 2

級技士補として実務経験3年を基本要件とします。技術者資格の要件は指定学科以外の卒業者の実務経験を

短縮できる規定も追加。業種ごとの指定学科と対応する技術検定種目の合格者を対象とします。 
  

雇用保険料率 
 

  「雇用保険法等の一部を改正する法律案」が令和 4

年3月に国会で成立し、今年度より雇用保険料率が改

定されます。今回の改定は、4月と 10月に段階的に行

われます。 

 4月からは、被保険者負担は据え置きですが、事業主

負担率が 0.5/1,000引き上げ。10月からは、被保険者

負担率・事業主負担率ともに 2.0/1,000ずつ引き上げ

（合計で 4.0/1,000引き上げ）られます。 

 そのため、10月以降適用となる雇用保険料率では労

働者負担分の算定に関わる「失業等給付」「育児休業給

付」の保険料率に関わる変更が生じるため、給与計算時

には注意が必要です。 

 また年度更新時の概算保険料の計算は、年度内に雇

用保険料率の変更が行われるため概算保険料として見

積もる額もこれに合わせた算出が必要になります。具体

的には、4月から 9月・10月から 3月それぞれの概算保

険料額を計算し、これらの合計額を概算保険料（雇用保険分）として申告・納付します。 
     

内容は簡単でも自分のものにしたことを話せば説得力を持つ。 
借り物をしゃべろうとするから緊張するし、話も駄目になるのです。  （プレジデント名言録PartⅢより） 

  

厚生労働省HPより 
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 加入の義務 
労働者を一人でも使用する事業所は、業種を問わず加入しなければならない義務が法律で定められています 

 
▹労働保険にまだ加入していない方 
▹中小事業主・一人親方・会社役員・事業主の同居親族など、 
特別加入をしなければ労災給付が受けられない方 
▹手続きがわからない方 
▹個別加入後の面倒な手続きでお困りの方 

 
 
このような事業主の方は今すぐご連絡を！！・このような方をご紹介ください！！ 
 
※建設事業において、施主より発注される工事現場の労災保険加入義務者は元請業者です。 

この現場で災害が起こった場合に、労災保険の適用を受けられるのは元請・下請等の労働者のみで
あり、事業主や会社役員・一人親方等は特別加入制度以外適用されません。 
特別加入制度は、労働保険事務組合を介さなければ加入することができません。 
 

おかげさまで【京都建設業事務組合】は開設 50年となり 【辰野行政書士事務所】も開設 25 周

年を迎えます これもひとえに皆々様のお蔭と心より感謝しております 

これからも建設業の皆様と官公庁をつなぐ架け橋として スタッフ一同 一層の努力をしていく

所存ですので今後とも倍旧のご愛顧を賜りますよう深くお願い申し上げます 
 

 公共工事とは、国や自治体・独立行政法人などが発注する公共性のある施設建設やインフラ整備などを行う工

事のことです。公共工事は入札及び契約の適正化を促す法律や建設業法等に則り行われます。建設業法第 27

条 23項にて詳しく定義されており、公共工事を直接請け負う場合には経営に関する客観的事項審査（経営事項

審査）を受けることが義務付けられています。公共工事の各発注機関は、競争入札に参加しようとする建設業者

についての資格審査（「客観的事項」と「主観的事項」）を行うこととされています。 

●客観的事項と呼ばれる審査が経営事項審査（経審）で、建設業法に基づき、公共工事を受注しようとす

る建設業者を共通の基準により評価します。（客観点） 

●主観的事項は各発注機関が独自に設けており、地域の実情などを踏まえ、地域における実績や地域

貢献など発注者が独自の基準により評価します。（主観点） 

 これら客観点・主観点により総合点数が算出され、工事の規模ごとに仕分けられた格付（ランク）を基

に発注が行われます。公共工事は民間工事と比べ規模の大きいものが多く、安定した受注を中長期的に請

け負うことが出来、貸倒れのリスクもないため安心して工事を請け負うことが可能です。また経審結果は

一般公開されており、競争入札参加資格を持った業者は格付評点も公開している官公庁が多いため受注機

会を増やすなど対外的にアピールも出来ます。弊所では客観点・主観点向上のサポートも行っており、経

審申請・各自治体への入札参加申請において多くの業者様にご依頼を頂いております。公共工事・経審に

興味がある等、詳しく知りたい方は是非お気軽にご相談ください。 


